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企業の社会的責任（CSR）について
――思想・理論の展開と今日的なあり方――

〔要　　　旨〕

１　近年，わが国でも，企業の社会的責任（CSR）の考え方が急速に広がっているが，

CSRをめぐる思想および理論的枠組みは，長年にわたって多くの論者によって提供され

てきた。バーリーとミーンズは，20世紀に入って株式会社の所有と経営の分離が進み，支

配力を得た経営者に対する要請として社会的責任が生じたと論じ，ドラッカーは社会のリ

ーダー的存在として企業のマネジメントには社会的責任が求められるとしながらも，能力

や権限との対比から責任の限界も唱える。キャロルは経済的責任を基盤として法的責任，

倫理的責任，フィランソロピー的責任が一体となった「CSRのピラミッド」モデルを示

す。

２　一方で，CSRを否定する議論も根強く存在する。新自由主義の重鎮であるフリードマ

ンは，企業の社会的責任は利潤を増大させることに尽きるのであり，「他人の金」を使う

ような社会的責任は否定されるべきであると主張する。一方で，反新自由主義・反グロー

バリゼーションを唱える陣営からは，企業は元来「無責任」な存在であるという見方に立

った批判が行われる。

３　伝統的には，利益還元の形で遂行されてきた感があるCSRだが，近年では財務的にも

非財務的にも企業価値の向上につなげることが意識されるようになってきている。この場

合，CSRは企業の本業と結びつけて遂行されることになり，わが国においてもそうした

取組みが多く見られるようになってきている。本業に結びついた形でのCSRは，企業内

の共感や動機の強化，また取組みの継続性をもたらし，さらには責任限界論や否定論への

有効な対応策であるとも考えられる。
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近年，わが国においても，企業の社会的

責任，いわゆるCSR（Corporate Social

Responsibility）
（注１）

の考え方を取り入れた経営

が急速に広がっており，大手企業の間では

何らかの活動を実践することが定着し始め

ている。これは，企業は経済的利益の追求

と同時に社会問題や環境問題の解決，また

これらの分野における積極的な貢献に取り

組む責任があるとするものであり，今日の

資本主義経済における主要なプレーヤーで

ある企業の経営哲学や行動を変容させる可

能性を持つものである。

社会に与える企業活動の影響が強いこと

から，当然のようにCSRの考え方が問われ

ることとなってきた。そして，今日におい

ては，経済的な側面をより重視する動き，

すなわち企業価値の維持・向上を目指して

本来の事業戦略と結びつけた形でのCSRの

遂行を指向する動きが生じている点が注目

される。

本稿では，CSRに関する代表的な思想・

モデルを，CSRを否定する議論も含めて振

り返ったうえで，今日的なCSRのあり方を

探ってみたい。

（注１）本稿では，一般に企業の社会的責任を
「CSR」という用語で統一する。ただし，
「Corporate＝会社」と「企業」の違いにかかる
解釈や，責任主体は企業か経営者かに関しては
様々な議論があるため，場合によっては「社会
的責任」などを用いる。

CSRに関する思想および理論的な枠組み

は，過去長年にわたって数多くの論者によ

って提供されてきた。ここでは，米国にお

ける議論のうち比較的明快でかつポピュラ

ーなものを紹介する。

（１） バーリーとミーンズによる

「株式会社の新概念」

企業を取り巻く広範かつ多様なステーク

ホルダーの存在，企業による社会に対する

役務提供といった今日のCSRの考え方の萌
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芽は，A.A.バーリーとG.C.ミーンズのバー

リー＆ミーンズ（1958）に見ることができ

る。

バーリー＆ミーンズ（1958）は，20世紀

に入って株式会社の所有と経営の分離が進

み，それによって所有者から経営者への支

配力の移動が起こったと述べる。そして，

その結果，株主と経営者の力関係と株式会

社のあり方が変化した。すなわち，①伝統

に従って経営者はもっぱら株主のために経

営をなすべき受託者の地位に置かれたまま

である，②経営者が絶対的権限を握りその

行使を何ら制限されない，のいずれかであ

ったものが，第３の方向性として，③経営

者は株主および経営者自身を大きく超えた

広範囲の集団ひいては社会全体に対して役

務を提供することを要求されることになっ

た。そして，このような株式会社のあり方

を「株式会社の新概念」と呼んでいる。

（２） ドラッカーによる社会的責任論と

「責任限界論」

P.F.ドラッカーはドラッカー（2001）で，

企業の社会的責任への要請は，企業のマネ

ジメント（経営管理者）がその経済的成功

により社会的リーダーとしての地位を築い

たためであるとする。リーダー的存在とし

て社会に対する影響を考慮することが問わ

れるのであり，その意味で社会的責任の要

求は経済的な成功の代償であるととらえ

る。また，企業は社会にとって有用なもの

として存続を許され，その存続に対して責

任を負うのはマネジメントであるとする。

しかし，ドラッカーは社会的責任の考え

を無条件に受け入れるわけではなく，それ

を曖昧で危険性をはらむものであると見て

おり，その後のCSR論の中でもしばしば議

論となる責任限界論を重視している。
（注２）

この

点に関して，彼はまず，社会的責任を「組

織が社会に対して行ったことに関わる責

任」と「組織が社会のために行えることに

関わる責任」の２つに区別し，前者に関し

ては厳格に遂行を求める一方で，後者につ

いては慎重な姿勢を示している。

前者の責任は，たとえば工場を操業する

ことの目的は社会にとって有用な製品を送

り出すことでありながら，その目的の外で

騒音や大気汚染といった悪影響の発生は避

けられないため，これらをできる限り除去

する努力をするべきというものである。マ

ネジメントにとって，こうした悪影響を除

去する技術なりノウハウを収益事業化する

ことが理想であり，そうでなくとも同業他

社や当局に働きかけ，同様の取組みを促す

ことで最小のコストで最大の効果が上がる

ようにすることが責務であるとする。

後者については，たとえば人種問題のよ

うな，社会環境の変化の中で生じた慢性病

とも言える社会問題に対してもマネジメン

トは関心を払うべきであるが，このような

問題への取組みは事業機会にもつながらな

ければマネジメントの能力を超えてしまう

ことも往々にしてあり，最大の責任である

それぞれの企業に特有の本来の機能遂行，

すなわち社会に対する有用な製品やサービ

スの提供を阻害する可能性があるとする。
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したがって，ドラッカーは社会的責任に

は能力と価値観による限界があることを指

摘し，企業のマネジメントは，２つに区分

した責任のうち前者を果たす能力は完璧に

備えておくべきだが，後者にかかる行動の

権利と義務は自身の能力によって限定され

るとする。
（注３）

さらに彼は，社会的責任には権限による

限界が存在することを指摘する。責任と権

限は同一のものの両面であり，前者の「組

織が社会に対して行ったことに関わる責

任」は企業のマネジメントが権限を行使し

た結果として当然に生ずるものであるが，

後者の「組織が社会のために行えることに

関わる責任」については，マネジメントは

その責任に伴うだけの権限を自身が持って

いるか，また持ってよいものなのかについ

ての判断を迫られるとする。
（注４）

そして，後者の責任を取ることが企業の

本来の機能を損なう時，自らの能力を超え

たものである時，あるいは責任が不当な権

限を意味する時には，そのような責任を引

き受けるべきではないと主張する。

（注２）櫻井（1991，92～96頁）参照。
（注３）ドラッカー（2001，101頁）は，「自らの組
織に特有の機能を危うくしては，いかに高尚な
動機であっても無責任である」と述べる。

（注４）ドラッカー（1996，下巻312頁）は，「自由
社会における企業のマネジメントは，大学や文
化や芸術，報道の自由や外交政策について権限
をもつべきであるとする何らかの理由はあるの
だろうか。そのような問いに対しては，答える
までもない。そのような権限は許されない」と
述べる。

（３）キャロルによる「CSRのピラミッド」

A.B.キャロルはCarro l l＆Buchhol tz

（2003，p.36）で，「企業の社会的責任とは，

ある時点における企業組織に対する経済

的，法的，倫理的，そして自由裁量的（フ

ィランソロピー的）な社会の期待を包含す

るものである」として，第１図のモデルを

提示している。キャロルによる「CSRのピ

ラミッド」と呼ばれるものである。

ここで，CSRの要素として第１にあげら

れるのが経済的責任である。社会が望む製

品・サービスを公正な価格で提供し，ビジ

ネスを存続させ投資家にも報いるだけの利

益をあげることこそ企業の基本的な責任で

あり，ピラミッドの土台となるものである

とする。経済的責任に続いて法的責任，そ

の次に法的責任を補う意味合いを持つもの

として倫理的責任がピラミッドを構成す

る。そしてピラミッドの最上部には，チャ

リティやボランティア活動など企業が自発

的・自由裁量的に取り組むフィランソロピ

ー的責任が位置する。Carroll＆Buchholtz

（2003，ｐ.40）は，これら４つのCSRの構

成要素は「相互排他的なものでもなければ，
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出典　Carroll ＆ Buchholtz（２００３,p.４０） 

第1図　CSRのピラミッド 

フィランソロピー的責任 
「良き企業市民であれ」 
経営資源をコミュニティに貢献さ

せる：生活の質の向上。 

倫理的責任 
「倫理的であれ」 

正しく公平なことを行う責任。 
損害を回避する。 

法的責任 
「法を遵守せよ」 

法律は社会的善悪の法典である。 
ルールに従って実施する。 

経済的責任 
「利益をあげよ」 

他のすべてに先立つ基盤。 
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企業の経済的責任をその他の責任と並列的

に扱うことを意図するものでもない」とし

て，これらの総体としてCSRをとらえるべ

きであること，また経済的責任とその他の

責任は対立関係にあるものではないことを

強調する。

小山（2004）は，「企業の社会的責任概

念の意味内容の大きな枠組みは，キャロル

の『４パート・モデル』
（注５）

をもって，一応

『完成』したとみなせる」とする。たとえ

ば，法的責任，いわゆるコンプライアンス

の部分などは当然のものとしてあえてCSR

の枠組みには入れないなど，企業によって

形は様々であると思われるが，法的責任や

倫理的責任もCSRと不可分であることに疑

う余地はなく，キャロルのモデルはCSRの

枠組みの原型を提供していると言えよう。

（注５）「CSRのピラミッド」を指す。

近年わが国においてCSRの考え方が急速

に普及する過程では，厳しくこれを批判的

に論じたり懐疑的にとらえたりするような

議論はあまり見られなかった。しかし，以

下に紹介する２つの見方をはじめとして，

否定論も根強く存在する。CSRを経営に取

り入れて活動に取り組むにあたっては，前

節に述べたCSRの限界論に加えて，こうし

た否定論も念頭に置き，具体的な活動の正

当性や実効性を考慮する必要があろう。

（１） フリードマンの否定論

05年１月，英国の『エコノミスト』誌に

「良い会社（The Good Company）」と題す

るCSR批判記事が
（注６）

掲載された。記事の主張

するところは，企業の使命は良いマネジメ

ントによって良い製品・サービスを提供す

ることであり，そのことこそが社会的責任

であるというものである。今日見られる

CSR活動の多くはうわべのものであり，社

会的な福祉の向上をもたらすものではない

と断じる。

この記事のCSR批判は，新保守主義シカ

ゴ学派経済学者の重鎮であり，市場主義が

万能であることを唱え続けてきたM.フリー

ドマンの主張に共通するものである。

Friedman（1970）は，その結びで自著

「資本主義と自由」から引用する形で「こ

のような経済では，企業の社会的責任は唯

一無二である。それはすなわち，ゲームの

ルールの範囲内にとどまる限りにおいて，

いいかえると，詐欺や不正手段を用いず，

開かれた自由な競争に従うかぎりにおい

て，企業の利潤を増大させることを目ざし

て資源を活用し，事業活動に従事すること

である」と述べている（フリードマン

（1975，151頁））。

Friedman（1970）は，株式会社の経営

管理者が株主の意に沿って事業を行うべき

であること，すなわち利益を追求すべきで

あることは法的にも倫理的にも明示された

ものであるとしたうえで，企業の経営管理

者が社会的責任を果たそうとする時，彼ら

は株主，顧客，従業員といった「他人の金」
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を使っていることになると批判する。そし

て，社会的責任を声高に叫ぶことは企業人

にとって短期的には名声をもたらすことに

なるが，長期的には自由社会の基盤を損な

う行為であると言う。

（注６）“The Good Company: A Survey of
Corporate Social Responsibility,” The
Economist, Vol. 374 No. 8410 (Jan. 22-28,
2005): after p.54 (16 pages).

（２） 企業の「無責任」に対する批判

一方，ジョエル・ベイカンはベイカン

（2004）で，フリードマンに代表される新

自由主義が推進するグローバリゼーション

が地球環境の悪化，貧富の格差拡大，労働

搾取などの問題を増幅させてきたことを徹

底的に批判する立場からCSR否定論を展開

する。
（注７）

本書は，企業は社会的責任を果たそうに

も元来そのような自覚も能力もない無責任

な存在であるという前提に立っており，そ

のような企業に対する規制が新保守主義や

グローバリゼーションの名のもとに緩和さ

れ，それまで踏み込むことができなかった

社会的な領域を支配する力が企業に与えら

れ，その結果環境破壊，貧困，紛争などの

問題が深刻化したという議論を展開する。

こうした問題の解決を企業，市場，NGO

のみにゆだねることは不可能だとし，解決

策としての政府による規制の強化，政治的

な民主主義の強化，公的領域の拡大な
（注８）

どを

提案している。

たとえば，エンロン事件は
（注９）

，一般的には

CSR経営に対する機運の高まりのきっかけ

と位置づけられているが，ベイカンはこの

事件をむしろCSRに対する懐疑論の根拠で

あると見ている。すなわち，エンロンは，

CSRやフィランソロピーのお手本とされ毎

年CSR報告書を公表するといった点でも評

価が高い企業であったことに着目してい

る。エンロン事件をCSR懐疑論の根拠とす

る見方は，遵法精神や倫理観を伴わない空

疎なCSRの危うさを指摘し，ともすれば

CSR活動が企業の悪事の隠れみのに利用さ

れる危険性があることを問題提起してい

る。

（注７）本書は，反新自由主義・反グローバリゼー
ションの思想的リーダーであるN.チョムスキー
や同じ立場の人々のコメントや活動の紹介に加
えて，CSR活動に携わる企業幹部へのインタビ
ュー，さらには前述のフリードマンやドラッカ
ーのコメントまで紹介している。ドキュメンタ
リー映画としても公開されている。

（注８）公的領域として，教育，文化，ライフライ
ン，健康，福祉，警察，司法，自然保護などが
挙げられ，企業活動からこれらを保護すべきと
している。

（注９）米国の大手エネルギー会社であるエンロン
が巨額の不正取引と損失，粉飾決算を重ねたあ
げく，01年末に経営破綻に陥った事件。

近年わが国においてCSRが広く注目を集

めてきた背景とその考え方を確認するため

にまず経済産業省の報告書を概観し，これ

まで述べてきた否定論・慎重論を含む様々

なCSR論も踏まえて今日的なCSRのあり方

を探ってみたい。
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（１） 「『企業の社会的責任（CSR）に

関する懇談会』中間報告書」から

わが国におけるCSRに関する議論の高ま

りを背景に，04年４月に経済産業省内に設

置された「企業の社会的責任（CSR）に関

する懇談会」は，同年９月に「中間報告書」

を公表した（経済産業省（2004））。この報

告書では，CSRをめぐる内外の動向，CSR

の基本的な考え方と具体的方策，企業にと

っての意義，今後の取組み促進にあたって

の課題などが幅広い視点からまとめられて

いる。

この報告書におけるCSR像をまとめる

と，CSRは，かつて流行したメセナやフィ

ランソロピーなどにとどまらず，「企業と

消費者，投資家，従業員，地域社会などの

利害関係者（ステークホルダー）との関係」

を重視し，「最も基礎的な取組みである法

令遵守はもとより，環境保全，消費者保護，

公正な労働基準，人権，人材育成，安全衛

生，地域社会貢献など幅広い要素から構成」

されるものであるとされる。また，CSRに

取り組むことによって「単に企業が社会貢

献を行うというにとどまらず，その企業の

企業経営そのものの見直しにつながること

から，企業の競争力の強化にも資する」と

いうメリットが生じるものとされる。

ここに見られる今日的なCSRに対する考

え方の特徴としては，第１に，近年台頭し

てきたCSRの背景として，経済のグローバ

ル化の進展，地球環境問題への関心の高ま

り，情報化の進展，企業不祥事によるステ

ークホルダーへの被害の多発などをあげて
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おり，それらによって企業が果たすべき

CSRの対象が極めて幅広いものになってい

ることである。たとえば，グローバル化の

進展は労働，人権，消費者などをめぐる問

題について発展途上国を含む世界規模での

対応を迫ることになった。また，環境問題

は因果関係と加害者・被害者関係が比較的

明確であったかつての公害問題とは質が異

なるいわゆる地球環境問題へと広がりを見

せた。こうした空間的な広がりに加えて，

今日のCSRは，基本となる法令遵守はもと

より，環境，安全，労働，人権，メセナお

よびフィランソロピーなど，課題も極めて

多種類かつ複雑なものとなっている。

第２に，CSRへの取組みは企業価値の向

上につながるものであるとの考え方が前面

に出されていることである。すなわち，社

会もしくは市場が企業の財務的側面だけで

なく，社会問題や環境問題への取組みを含

む非財務的側面を評価する姿勢を強めてお

り，こうした問題への取組みは企業にとっ

てブランド価値の向上，リスク管理の強化，

従業員意欲の向上など，中長期的に競争力

の向上をもたらすため，戦略的に取り組む

べき課題となっているとの指摘である。社

会的責任投資（SRI，Socially Responsible

Investment）
（注10）

もそうした意義が認められた

うえでの普及が期待されているものであ

る。

また，企業における取組みのための体制

づくりや関係会社との協力，情報開示を含

むステークホルダーとのコミュニケーショ

ン方策など，実務的な分野での提言がなさ



れている点も今日におけるCSRのとらえ方

の特徴である。

（注10）社会的責任投資とは，CSRを果たしている
と評価される企業への株式投資を中心とした投
資のこと。

（２） 今日的なCSRのあり方

――本業と結びついたCSR――

バーリーとミーンズ，あるいはドラッカ

ーが，CSRは企業経営者による経済的な成

功と力の獲得の代償として要求されるもの

として発生したと指摘したように，企業利

益の一部を社会のために割くこと，いわば

CSRは利益還元であるという見方が伝統的

にあった。しかし，資本主義経済において

は当然のことであるが，ドラッカーやキャ

ロルの主張に見るように利益を度外視して

までCSRに取り組むのではなく，むしろ経

済主体としての責任，良好な製品・サービ

スを社会に提供しながら利益をあげること

がCSRの根幹として位置づけられてもきた

のである。今日広がりつつあるCSRでは，

前者の利益還元的な考え方から，後者の経

済的責任を重視したものへと変わりつつあ

るように思われる。

経済産業省（2004）に見たように，最近

では，CSRが企業価値の向上につながるこ

と，製品・サービスの提供，いわば本業に

よる利益獲得が一義的な目的であることが

前面に押し出されている。実際に，わが国

では環境問題対応型の製品やサービスを中

心にこうした事業が様々な業界で広がる動

きが見られる。本業に結びつけて考えた場

合には，CSRに取り組むことに関する企業

内における説得力や動機の強化につながる

であろうし，また取組みの継続性を促すこ

とにもなろう。CSRを取り入れることは，

事業から得られる財務価値のみならず，ブ

ランド価値などの非財務的価値を含めた企

業価値の向上を図るための経営戦略そのも

のであると言えよう。

本稿では責任限界論とCSR否定論も取り

上げた。責任という言葉には相当な重みが

あり，また，ドラッカーが指摘したように

CSRには曖昧さと危険性が伴うことも事実

である。ベイカンの企業性悪説的な見方は

過激である感を免れず，規制強化や公的領

域の拡大といった提案は時代の流れにかん

がみて非現実的であると言わざるをえない

が，遵法精神や倫理観を欠いた空疎なCSR

の危うさが存在することもまた事実であ

る。キャロルのモデルも，法的責任，倫理

的責任が経済的責任と一体化することの重

要性を説いている。したがって，こうした

限界論や否定論は十分に考慮すべきであろ

う。

しかし，本業に結びついたCSRを展開す

ることは，限界論や否定論に対して有効な

対応策になるのではないだろうか。すなわ

ち，責任の限界論に関して言えば，本業の

中でCSRを実施するかぎりは，自らの能力

と権限の範囲内に行動をとどめる力が働く

だろう。また，CSRが利益を損なうとする

フリードマンらの否定論については，本業

と結びつけてCSRを遂行する以上，利益を

上げかつ非財務的な面でも企業価値を向上

させるという目的が明確であるため，企業
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の根幹である経済的な責任を果たす方向に

向かうことになるものと考えられる。そも

そも，責任限界論やCSRが企業の経済的な

基盤を危うくするという否定論の前提に

は，企業価値イコール財務的価値とする考

え方があるのではないだろうか。この考え

に立てば，CSRは利益還元，あるいはコス

トであるという性格を強めることになる。

しかし，企業にとっては，非財務的な価値

向上を図る，言わば優良な無形資産の創出

とマネジメントを行うことも重要であるこ

とに着目すれば，フィランソロピーやメセ

ナまでも含めて，CSRの遂行を企業価値向

上の有効な手段であると見ることができる

ことになる。こういったアイデアから，本

業と結びついたCSRの遂行という今日の流

れが生まれてきたものと考える。

わが国の戦後のCSRを振り返ると，1960

～70年代には公害問題が注目され企業はそ

の対処を厳しく迫られた。また，80年代の

いわゆるバブル経済の中にあっては，財務

的な余裕を背景に企業メセナ活動が盛んに

なった。こうしたCSRに対する企業の関心

の高まりは，その折々に特有で短期的な社

会情勢や経済情勢を反映したものであっ

た。

しかしその反面，60年代半ばの「（昭和）

40年不況」時や
（注11）

90年代の「失われた10年」

に見られたように，企業業績の落ち込みに

合わせてCSRへの関心が後退するなど，浮

き沈みを繰り返してきたと言える。このよ

うな歴史的背景から，近年盛り上がりを見

せているCSRについても一時的なブームで

はないかと疑う向きもあろう。

しかし，今日のCSRは異なった様相を呈

している。かつてのCSRを利益還元，代償，

コストとする見方から，本業と結びついた

CSRの遂行が財務的な面でも非財務的な面

でも企業価値の維持・向上をもたらすとい

う考え方の変化が見られる。こうした変化

が，企業にとってCSRに取り組むより強い

動機をもたらしており，またそうした事業

が継続的でかつ広がりを持って展開される

ことが期待されている。

（注11）堀越（2004）は，この時期に関西経済同友
会の大会において採択された「新しい情勢に対
処する経営理念の展開」において，それまで主
張されてきた社会的責任よりも企業利潤の獲得
に重点が移ったことを指摘している。
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